
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 65 交通安全啓発事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 交通事故や犯罪のないまちをつくろう

の位置
基本事業 交通安全

主管課名 防災安全課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和40年代 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 根拠法令なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

児童生徒や高齢者などの交通弱者を対象に交通安全教 交通死亡事故は減少傾向にあるものの、人身事故は増
室の開催や年代に応じた啓発資材を配付し、交通安全 加しているため、交通弱者となる児童生徒や高齢者に
意識の高揚をはかり、交通事故の防止を図る。 対する交通安全教育や啓発は今後も継続する必要があ
ＳＤＧｓの取り組み：11、16 る。

園児、児童生徒を対象に交通安全普及啓発資材を配付した。また、新型コロナウイ
R2年度に実施した具体的な ルス感染症拡大防止のため、活動を制限しながら交通安全教室を開催等し、正しい
事業の方法、手順、指標に対す 交通ル

令

ールを身に付ける機会

和

を作るなど交通事故の

 

防止に努めた。
る成果

3

等  

事務事業を取り巻

年

く状況は過去と比べ変

度

化しているか (1)活

（

動指標（事務事業の活

2

動量を表す指標）

対象

年

に変化がないため、継

度

続して実施 名称 単位
①

実

交通安全教室開催回数

施

回
変 化

② 交通安全教

分

室参加者数 人
内 容

対

）

象(この事業の対象、

事

範囲となる人、物) (

務

2)対象指標（対象の

事

大きさを表す指標）

市

業

民 名称 単位
① 人口 人
②

目

目的(この事業によっ

的

て上記対象をどのよう

評

な状態にしたいのか)

価

(3)成果指標（目的

表

の達成度を示す指標）

様

交通安全啓発により、

式

子ども（15歳以下）

1

や若者（16～24歳

-

）、 名称 単位
高齢者の

1

交通事故を減らす ① 子

記

どもの交通事故死傷者

入

数(15歳以下) 人
②

日

若者の交通事故死傷者

令

数(16～24歳） 人

和

結果(上位基本事業の

0

意図) (4)結果の成

3

果指標（上位基本事業

年

の成果指標）

交通安全

1

意識の高揚を図り市内

2

の交通事故を減らす 名

月

称 単位
① 交通安全教室

0

開催回数 回
② 市内交通

7

人身事故件数 件

事務事

日

業の各種指標の実績と

１

見込及び目標

H31年

事

度 R2年度 R2年度 R

務

3年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度
指標 ＼ 

業

年度 単位
実績値 計画値

の

実績値 計画値 目標値 目

現

標値 目標値
(1)の ①

状

回 31 30 22 30 3

　

0 30 30
活動指標 ②

Ｐ

人 4,037 4,00

Ｌ

0 1,743 4,00

Ａ

0 4,000 4,00

Ｎ

0 4,000
(2)の

及

① 人 61,153 61

び

,040 61,040

Ｄ

61,236 62,1

Ｏ

00 62,360 62

事

,620
対象指標 ②
(

務

3)の ① 人 11 20 2

事

20 20 20 20
成果

業

指標 ② 人 35 40 39

名

40 40 40 40
(4

N

)の結果の ① 回 31 3

o

0 22 30 30 30 3

.

0
成果指標 ② 件 198

6

200 157 200 2

5

00 200 200
予算

交

費目 会計 01 一般会

通

計 款 02 項 01 目 13

安

コスト 年度 H31年度

全

R2年度 R2年度 R3

啓

年度 R4年度 R5年度

発

R6年度
実績値 計画値

事

実績値 計画値 目標値 目

業

標値 目標値
事業費(決

政

算又は予算額)Ａ 単位

策

6,993 2,922

こ

1,911 4,431

の

4,251 4,048

事

2,850

財
源
内
訳

 

務

国庫支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 県支出金 千

業

円 1,000 0 0 30

施

0 300 300 0
 地

策

方債 千円 0 0 0 0 0 0

の

0
 その他 千円 0 0 0

位

0 0 0 0
 一般財源 千

置

円 5,993 2,92

基

2 1,911 4,13

本

1 3,951 3,74

事

8 2,850
人件費Ｂ

業

千円 3,561.3 2

主

,811.3 3,10

管

8.3 2,931.3

課

2,931.3 770

名

2,931.3
正職員

課

従事時間×人数 時間×

長

人 217× 3 217×

名

3 217× 3 217×

こ

3 217× 3 217×

の

0 217× 3
正職員以

事

外の人件費 千円 1,4

務

00 650 947 77

事

0 770 770 770

業

その他の費用Ｃ 千円 2

の

04 204 162 20

開

2 202 202 202

始

トータルコストA+B

時

+C 千円 10,758

期

.3 5,937.3 5

事

,181.3 7,56

務

4.3 7,384.3

区

5,020 5,983

分

.3
単位あたりコスト

法

① 千円/人 0.2 0.

定

1 0.1 0.1 0.1

受

0.1 0.1
（ﾄｰﾀ

託

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

事

象指標）② 千円/ 0 0

務

0 0 0 0 0

1

自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直す必要はない。
事

業

業進展等による環境変

名

化 □ ある
に伴い、目的

N

を見直す（目
その理由

o

的の追加・拡充又は絞

.

込）

必要はありません

6

か？ ■ ない

有
効
性

より

5

啓発事業に力を注ぐ。

交

今以上に事業の成果を

通

向上

させる方法を記入

安

して下さ

い。 内　容
※

全

(3)の成果指標を向

啓

上させる

　ことはでき

発

ますか？

交通事故件数

事

が減少傾向にあるので

業

一定の目的を達成して

２

いると思われる。
目的

評

達成状況 内　容

□民間

価

への一部委託 □民間へ

　

の全部委託
市関与の必

Ｃ

要性 □指定管理 □補助

Ｈ

金・負担金助成 ■市の

Ｅ

直営
内　容

　（実施手

Ｃ

法） 交通安全啓発は市

Ｋ

と警察と共同で行う。

目

効
率
性

現状を維持し、

的

地道に啓発活動を行っ

妥

ていく。
事務事業の統

当

廃合により、

事業の効

性

率化を図り、成果
内　

こ

容
を向上させる方法を

の

記入し

て下さい。

交通

事

安全事業は外部委託は

業

できないので現状を維

の

持し、地道に行ってい

必

く。
現状より事業費・

要

人件費を

削減する方法

性

を記入して下

さい。（

は

仕様の変更、外部 内　

薄

容
委託、従事時間の削

れ

減等は

できないか？)

て

公
平
性

直接的な受益者

得

はなし。
□ ある □ 現状

ら

で適正
受益者負担はあ

れ

りますか？

また、受益

て

者負担割合は適 □ ない

い

□ 検討が必要 内　容
正

る

ですか？
■ 受益者がい

い

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ま

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

高校生、大

せ

学生に対しての交通安

ん

全 高校、大学と連携し

か

、交通安全教室
事業実

。

施上の課題、住 の啓発

十

方法。 などを実施する

分

。
民・議会等からの意

な

見 意　見 対応策
と対応

成

策

交通安全教室の開催

果

、交通安全普及 交通安

が

全教室等について平常

理

時と同
R3年度の事業

　

計画は前 変　更
啓発資

由

材の配付などの啓発活

得

動を行 様・同規模で実

ら

施するほか、自転車
年

れ

度から変更・追加は 前

て

年度 ・
った。 乗車用ヘ

い

ルメット購入費補助金

ま

を開
あるか 追　加

始す

す

る。

今後の事業・コス

か

ト・成果の方向性 今後

？

の事業の方向性、改革

得

・改善案
※今年度から

ら

の具体的な事業の進め

れ

方、手段の見直し等、

て

各方向性の内容

　　　

い

　　　　　　■　拡大

な

交通安全教育を充実さ

い

せ、体験型の手法も取

事

り入れる
　　　　　　

業

　　　□　改善 など検

進

討を行う。
　　　　　

展

　　　　□　現状維持

等

保育園幼稚園、小中学

に

校、高齢者だけではな

よ

く、市内
　　　　　　

る

　　　□　縮小 高校、

環

大学とも協調し、交通

境

安全啓発を行う。
　　

変

　　　　　　　□　統

化

合 また、自転車乗車用

あ

ヘルメット購入費補助

る

金を開始し
　　　　　

に

　　　　□　完了 、自

伴

転車乗車時のヘルメッ

い

ト着用率の向上を図る

、

。
　　　　　　　　　

対

□　廃止・休止
コスト

象

の方向性
　　　　　　

を

　　　→　維持
成果の

見

方向性
　　　　　　　

直

　　↑　増加

2

す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 65 交通安全啓発事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

啓発活動等により、交通事故件数は減少傾向であり、十分な
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

成果が得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化に対応する事は大切であるが、対象を見直す必要はない。
事

様

業進展等による環境変

式

化
□ ある

に伴い、対象

1

を見直す（拡
その理由

-

大・縮小）必要はあり

2

ませ
■ ない

んか？

環境

事

の変化に対応する事は

務

大切であるが、目的を



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 66 交通委員・交通指導員管理事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 交通事故や犯罪のないまちをつくろう

の位置
基本事業 交通安全

主管課名 防災安全課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和４４年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

小学校児童の登下校時や地域の交通安全指導、各種行 小学校児童の登下校や交通安全県民運動期間中の街頭
事での交通指導に従事する交通委員の報酬等を支給す 指導、市行事開催時等の交通安全指導等を行うことに
る。 よって、交通事故件数の減少や交通安全意識の高揚が
ＳＤＧｓの取り組み：11、16、17 図られる。

交通委員による各地区での交通安全立哨啓発や交通安全指導及び交通指導員による
R2年度に実施した具体的な 小学生の登下校時による交通安全指導を行った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変

令

化しているか (1)活

和

動指標（事務事業の活

 

動量を表す指標）

対象

3

に変化がないため、継

年

続して実施 名称 単位
①

度

地域の交通安全啓発日

（

数 日
変 化

② 小学生登

2

下校時の交通安全指導

年

日数 日
内 容

対象(こ

度

の事業の対象、範囲と

実

なる人、物) (2)対

施

象指標（対象の大きさ

分

を表す指標）

市民 名称

）

単位
小学生 ① 人口 人

②

事

児童数 人

目的(この事

務

業によって上記対象を

事

どのような状態にした

業

いのか) (3)成果指

目

標（目的の達成度を示

的

す指標）

市内の交通事

評

故を減少させる 名称 単

価

位
① 交通委員監視中に

表

発生した事故件数 件
②

様

指導員監視中に発生し

式

た事故件数 件

結果(上

1

位基本事業の意図) (

-

4)結果の成果指標（

1

上位基本事業の成果指

記

標）

交通安全への意識

入

をもち、交通事故を減

日

少させる 名称 単位
① 市

令

内交通人身事故件数 件

和

②

事務事業の各種指標

0

の実績と見込及び目標

3

H31年度 R2年度 R

年

2年度 R3年度 R4年

1

度 R5年度 R6年度
指

2

標 ＼ 年度 単位
実績

月

値 計画値 実績値 計画値

0

目標値 目標値 目標値
(

7

1)の ① 日 71 70 5

日

4 70 70 70 70
活

１

動指標 ② 日 235 20

事

0 187 200 200

務

200 200
(2)の

事

① 人 61,153 61

業

,040 61,040

の

61,236 62,1

現

00 62,360 62

状

,620
対象指標 ② 人

　

3,785 0 3,73

Ｐ

8 3,712 3,70

Ｌ

3 3,672 3,65

Ａ

7
(3)の ① 件

成果指

Ｎ

標 ② 件
(4)の結果の

及

① 件 198 200 15

び

7 200 200 200

Ｄ

200
成果指標 ②

予算

Ｏ

費目 会計 01 一般会

事

計 款 02 項 01 目 13

務

コスト 年度 H31年度

事

R2年度 R2年度 R3

業

年度 R4年度 R5年度

名

R6年度
実績値 計画値

N

実績値 計画値 目標値 目

o

標値 目標値
事業費(決

.

算又は予算額)Ａ 単位

6

14,840 2,93

6

6 1,216 2,76

交

2 2,870 2,87

通

0 2,870

財
源
内
訳

委

 国庫支出金 千円 0 0

員

0 0 0 0 0
 県支出金

・

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

交

地方債 千円 0 0 0 0 0

通

0 0
 その他 千円 0 0

指

0 0 0 0 0
 一般財源

導

千円 14,840 2,

員

936 1,216 2,

管

762 2,870 2,

理

870 2,870
人件

事

費Ｂ 千円 1,874.

業

7 1,624.7 1,

政

849 1,679.7

策

1,679.7 1,6

こ

79.7 1,679.

の

7
正職員従事時間×人

事

数 時間×人 133× 3

務

133× 3 150× 3

事

133× 3 133× 3

業

133× 3 133× 3

施

正職員以外の人件費 千

策

円 550 300 355

の

355 355 355 3

位

55
その他の費用Ｃ 千

置

円 204 204 202

基

202 202 202 2

本

02
トータルコストA

事

+B+C 千円 16,9

業

18.7 4,764.

主

7 3,267 4,64

管

3.7 4,751.7

課

4,751.7 4,7

名

51.7
単位あたりコ

課

スト ① 千円/人 0.3

長

0.1 0.1 0.1 0

名

.1 0.1 0.1
（ﾄ

こ

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

の

の対象指標）② 千円/

事

人 4.5 0 0.9 1.

務

3 1.3 1.3 1.3

事

1

業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はない。
事業進展

業

等による環境変化 □ あ

名

る
に伴い、目的を見直

N

す（目
その理由

的の追

o

加・拡充又は絞込）

必

.

要はありませんか？ ■

6

ない

有
効
性

啓発機会を

6

増加させる。
今以上に

交

事業の成果を向上

させ

通

る方法を記入して下さ

委

い。 内　容
※(3)の

員

成果指標を向上させる

・

　ことはできますか？

交

概ね達成
目的達成状況

通

内　容

□民間への一部

指

委託 □民間への全部委

導

託
市関与の必要性 □指

員

定管理 □補助金・負担

管

金助成 ■市の直営
内　

理

容
　（実施手法） 市が

事

交通委員と交通指導員

業

を管理している。

効
率

２

性

現状で交通事故は減

評

少傾向にあるため、統

価

廃合など事業に少しで

　

も支障がでる
事務事業

Ｃ

の統廃合により、
よう

Ｈ

な事は行わない方がよ

Ｅ

い。
事業の効率化を図

Ｃ

り、成果
内　容

を向上

Ｋ

させる方法を記入し

て

目

下さい。

令和２年度に

的

身分が変わり、事業費

妥

は減少に転じている。

当

現状より事業費・人件

性

費を

削減する方法を記

こ

入して下

さい。（仕様

の

の変更、外部 内　容
委

事

託、従事時間の削減等

業

は

できないか？)

公
平

の

性

直接的な受益者はな

必

し
□ ある □ 現状で適正

要

受益者負担はあります

性

か？

また、受益者負担

は

割合は適 □ ない □ 検討

薄

が必要 内　容
正ですか

れ

？
■ 受益者がいない

３

て

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

得

Ｏ
Ｎ

交通委員は全ての

ら

行政区から選出さ 令和

れ

２年より、地公法等の

て

改正によ
事業実施上の

い

課題、住 れているわけ

る

ではない。設置のない

い

り、交通委員について

ま

存続が難しい
民・議会

せ

等からの意見 意　見 行

ん

政区から増員の要望が

か

出ている。 対応策 状況

。

になるため廃止予定。

十

と対応策

交通委員・指

分

導員の身分の取り扱い

な

前年度と同様に継続し

成

て実施してい
R3年度

果

の事業計画は前 変　更

が

が変わった。 く。
年度

理

から変更・追加は 前年

　

度 ・
あるか 追　加

今後

由

の事業・コスト・成果

得

の方向性 今後の事業の

ら

方向性、改革・改善案

れ

※今年度からの具体的

て

な事業の進め方、手段

い

の見直し等、各方向性

ま

の内容

　　　　　　　

す

　　□　拡大 小学生の

か

登下校時には、保護者

？

や地域の方たちに防犯

得

　　　　　　　　　□

ら

　改善 も兼ねて協力い

れ

ただき安全確保の必要

て

性を認識しても
　　　

い

　　　　　　■　現状

な

維持 らい交通指導員等

い

に準じた活動を担って

事

もらう。また
　　　　

業

　　　　　□　縮小 、

進

交通委員、交通指導員

展

には交通安全指導のほ

等

か最近
　　　　　　　

に

　　□　統合 増加して

よ

いる不審者情報の面か

る

ら、防犯に対する指導

環

　　　　　　　　　□

境

　完了 も行っていく。

変

　　　　　　　　　□

化

　廃止・休止
コストの

あ

方向性
　　　　　　　

る

　　→　維持
成果の方

に

向性
　　　　　　　　

伴

　→　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 66 交通委員・交通指導員管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

交通事故件数が減少傾向にあるのはこの事業のおかげであり
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

、今後もこの事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化による対象の見直しの

様

必要はない。
事業進展

式

等による環境変化
□ あ

1

る
に伴い、対象を見直

-

す（拡
その理由

大・縮

2

小）必要はありませ
■

事

ない
んか？

環境の変化

務

による目的の見直しの



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 67 高齢者交通安全事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 交通事故や犯罪のないまちをつくろう

の位置
基本事業 交通安全

主管課名 防災安全課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 平成６年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 交通安全対策基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

高齢者を対象に交通安全教室を開催する。 高齢者が関連した交通事故が高い比率を占めているた
自動車後付安全運転支援装置設置費補助事業を行う。 め、正しい交通安全知識や交通事故の現状を理解いた
ＳＤＧｓの取り組み：11、16 だき、高齢に伴う判断能力の低下など自覚させ、交通

事故の撲滅を図る。

高齢者を対象に市内の交通安全教育施設等の会場を使用し、交通安全教室を開催し
R2年度に実施した具体的な た。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

対象に変

令

化がないため、継続し

和

て実施 名称 単位
① いき

 

いきクラブ会員数 人
変

3

 化
② 高齢者人数 人

内

年

 容

対象(この事業の

度

対象、範囲となる人、

（

物) (2)対象指標（

2

対象の大きさを表す指

年

標）

自動車運転免許を

度

取得している地区老人

実

クラブ会員 名称 単位
①

施

いきいきクラブ団体数

分

団体
② いきいきクラブ

）

会員数 人

目的(この事

事

業によって上記対象を

務

どのような状態にした

事

いのか) (3)成果指

業

標（目的の達成度を示

目

す指標）

高齢者の交通

的

安全意識を向上させる

評

名称 単位
① 高齢者交通

価

安全教室の開催数 回
②

表

高齢者交通安全教室の

様

参加者数 人

結果(上位

式

基本事業の意図) (4

1

)結果の成果指標（上

-

位基本事業の成果指標

1

）

交通安全意識の高揚

記

を図り市内の交通事故

入

を減らす 名称 単位
① 市

日

内交通人身事故件数 件

令

② 後付装置設置車数（

和

累計） 車

事務事業の各

0

種指標の実績と見込及

3

び目標

H31年度 R2

年

年度 R2年度 R3年度

1

R4年度 R5年度 R6

2

年度
指標 ＼ 年度 単

月

位
実績値 計画値 実績値

0

計画値 目標値 目標値 目

7

標値
(1)の ① 人 3,

日

137 3,150 3,

１

021 3,150 3,

事

150 3,150 3,

務

150
活動指標 ② 人 0

事

0 0 0 0 0 0
(2)の

業

① 団体 21 21 21 2

の

1 21 21 21
対象指

現

標 ② 人 3,137 3,

状

150 3,021 3,

　

150 3,150 3,

Ｐ

150 3,150
(3

Ｌ

)の ① 回 2 2 0 2 2 2

Ａ

2
成果指標 ② 人 109

Ｎ

100 0 100 100

及

100 100
(4)の

び

結果の ① 件 198 20

Ｄ

0 157 200 200

Ｏ

200 200
成果指標

事

② 車 82 100 144

務

0 0 0 0
予算費目 会計

事

01 一般会計 款 02

業

項 01 目 13

コスト 年

名

度 H31年度 R2年度

N

R2年度 R3年度 R4

o

年度 R5年度 R6年度

.

実績値 計画値 実績値 計

6

画値 目標値 目標値 目標

7

値
事業費(決算又は予

高

算額)Ａ 単位 236 1

齢

1,127 2,810

者

3,324 324 32

交

4 324

財
源
内
訳

 国

通

庫支出金 千円 0 0 0 0

安

0 0 0
 県支出金 千円

全

0 0 792 0 0 0 0
 

事

地方債 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 その他 千円 0 0

政

0 0 0 0 0
 一般財源

策

千円 236 11,12

こ

7 2,018 3,32

の

4 324 324 324

事

人件費Ｂ 千円 2,94

務

0 2,840 2,78

事

6 2,237.7 2,

業

237.7 2,237

施

.7 2,237.7
正

策

職員従事時間×人数 時

の

間×人 250× 3 25

位

0× 3 250× 3 18

置

3× 3 183× 3 18

基

3× 3 183× 3
正職

本

員以外の人件費 千円 4

事

50 350 296 41

業

5 415 415 415

主

その他の費用Ｃ 千円 4

管

1 407 30 41 41

課

41 41
トータルコス

名

トA+B+C 千円 3,

課

217 14,374 5

長

,626 5,602.

名

7 2,602.7 2,

こ

602.7 2,602

の

.7
単位あたりコスト

事

① 千円/団体 153.

務

2 684.5 267.

事

9 266.8 123.

業

9 123.9 123.

の

9
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

開

(2)の対象指標）②

始

千円/人 1 4.6 1.

時

9 1.8 0.8 0.8

期

0.8

1

事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

による環境変化 □ ある

業

に伴い、目的を見直す

名

（目
その理由

的の追加

N

・拡充又は絞込）

必要

o

はありませんか？ ■ な

.

い

有
効
性

交通安全教室

6

の内容の見直し。
今以

7

上に事業の成果を向上

高

させる方法を記入して

齢

下さ

い。 内　容
※(3

者

)の成果指標を向上さ

交

せる

　ことはできます

通

か？

概ね達成している

安

。
目的達成状況 内　容

全

□民間への一部委託 □

事

民間への全部委託
市関

業

与の必要性 □指定管理

２

□補助金・負担金助成

評

■市の直営
内　容

　（

価

実施手法） 交通安全業

　

務は警察と市が中心と

Ｃ

なり業務を行う。

効
率

Ｈ

性

成果水準を保ちなが

Ｅ

ら、事業費を削減する

Ｃ

ことは困難である。
事

Ｋ

務事業の統廃合により

目

、

事業の効率化を図り

的

、成果
内　容

を向上さ

妥

せる方法を記入し

て下

当

さい。

現状で削減は難

性

しい。
現状より事業費

こ

・人件費を

削減する方

の

法を記入して下

さい。

事

（仕様の変更、外部 内

業

　容
委託、従事時間の

の

削減等は

できないか？

必

)

公
平
性

保険料のみ負

要

担
■ ある ■ 現状で適正

性

受益者負担はあります

は

か？

また、受益者負担

薄

割合は適 □ ない □ 検討

れ

が必要 内　容
正ですか

て

？
□ 受益者がいない

３

得

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

ら

Ｏ
Ｎ

高齢者向けの交通

れ

安全教室の改善を 教室

て

の講師をお願いしてい

い

る事業所
事業実施上の

る

課題、住 求められてい

い

る。 などと協議、調整

ま

をし、より実のあ
民・

せ

議会等からの意見 意　

ん

見 対応策 る教室を行う

か

。
と対応策

高齢者ドラ

。

イバーに対しての事業

十

及 前年度と同様の事業

分

を実施する。
R3年度

な

の事業計画は前 変　更

成

びを後付けの安全装置

果

の補助を実施
年度から

が

変更・追加は 前年度 ・

理

する。
あるか 追　加

今

　

後の事業・コスト・成

由

果の方向性 今後の事業

得

の方向性、改革・改善

ら

案
※今年度からの具体

れ

的な事業の進め方、手

て

段の見直し等、各方向

い

性の内容

　　　　　　

ま

　　　□　拡大 交通事

す

故の撲滅を図るため体

か

験型の交通安全教室を

？

今
　　　　　　　　　

得

□　改善 後も続けてい

ら

く。
　　　　　　　　

れ

　■　現状維持 また、

て

後付けの安全装置の補

い

助を引き続き実施して

な

い
　　　　　　　　　

い

□　縮小 く。
　　　　

事

　　　　　□　統合
　

業

　　　　　　　　□　

進

完了
　　　　　　　　

展

　□　廃止・休止
コス

等

トの方向性
　　　　　

に

　　　　↓　減少
成果

よ

の方向性
　　　　　　

る

　　　↑　増加

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 67 高齢者交通安全事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

高齢者に特化した交通安全教室を行い、常に交通安全を意識
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

してもらうためにこの事業は必要であり、また一定の成果は
いませんか。十分な成果が 理　由

得られていると考える。
得られていますか？ □ 得られていない

見直

様

す必要はない。
事業進

式

展等による環境変化
□

1

ある
に伴い、対象を見

-

直す（拡
その理由

大・

2

縮小）必要はありませ

事

■ ない
んか？

見直す必

務

要はない。
事業進展等



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 68 交通安全対策事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 交通事故や犯罪のないまちをつくろう

の位置
基本事業 交通安全

主管課名 防災安全課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 平成７年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

緊急的に交通安全対策を図る必要が生じた場合の対策 緊急で交通安全対策が必要な場合に対応できる事業費
費 が必要となっている。
ＳＤＧｓの取り組み：11、16

死亡事故場所においての緊急的な交通安全対策工事を実施した。
R2年度に実施した具体的な 行政区からの要望に対しての工事を実施した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

対象に変化がないため、継続して実施 名称 単位
① 交通安全対策工事の実施箇所 箇所

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (

令

2)対象指標（対象の

和

大きさを表す指標）

緊

 

急交通安全対策工事必

3

要箇所 名称 単位
① 緊急

年

交通安全対策工事必要

度

箇所 箇所
②

目的(この

（

事業によって上記対象

2

をどのような状態にし

年

たいのか) (3)成果

度

指標（目的の達成度を

実

示す指標）

安全対策工

施

事の実施 名称 単位
① 交

分

通安全対策工事の実施

）

箇所 箇所
②

結果(上位

事

基本事業の意図) (4

務

)結果の成果指標（上

事

位基本事業の成果指標

業

）

交通事故の防止 名称

目

単位
① 工事後の事故件

的

数 件
②

事務事業の各種

評

指標の実績と見込及び

価

目標

H31年度 R2年

表

度 R2年度 R3年度 R

様

4年度 R5年度 R6年

式

度
指標 ＼ 年度 単位

1

実績値 計画値 実績値 計

-

画値 目標値 目標値 目標

1

値
(1)の ① 箇所 2 2

記

6 2 2 2 2
活動指標 ②

入

(2)の ① 箇所 2 2 6

日

2 2 2 2
対象指標 ②
(

令

3)の ① 箇所 2 2 6 2

和

2 2 2
成果指標 ②

(4

0

)の結果の ① 件 0 0 0

3

0 0 0 0
成果指標 ②

予

年

算費目 会計 01 一般

1

会計 款 02 項 01 目 1

2

3

コスト 年度 H31年

月

度 R2年度 R2年度 R

0

3年度 R4年度 R5年

7

度 R6年度
実績値 計画

日

値 実績値 計画値 目標値

１

目標値 目標値
事業費(

事

決算又は予算額)Ａ 単

務

位 1,672 2,00

事

0 1,978 2,00

業

0 5,500 2,00

の

0 2,000

財
源
内
訳

現

 国庫支出金 千円 0 0

状

0 0 0 0 0
 県支出金

　

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

Ｐ

地方債 千円 0 0 0 0 0

Ｌ

0 0
 その他 千円 0 0

Ａ

0 0 0 0 0
 一般財源

Ｎ

千円 1,672 2,0

及

00 1,978 2,0

び

00 5,500 2,0

Ｄ

00 2,000
人件費

Ｏ

Ｂ 千円 1,822.7

事

1,822.7 1,8

務

22.7 1,822.

事

7 1,822.7 1,

業

822.7 1,822

名

.7
正職員従事時間×

N

人数 時間×人 183×

o

3 183× 3 183×

.

3 183× 3 183×

6

3 183× 3 183×

8

3
正職員以外の人件費

交

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

通

の他の費用Ｃ 千円 16

安

3 163 162 162

全

162 162 162
ト

対

ータルコストA+B+

策

C 千円 3,657.7

事

3,985.7 3,9

業

62.7 3,984.

政

7 7,484.7 3,

策

984.7 3,984

こ

.7
単位あたりコスト

の

① 千円/箇所 1,82

事

8.8 1,992.8

務

660.4 1,992

事

.3 3,742.3 1

業

,992.3 1,99

施

2.3
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

策

ﾄ/(2)の対象指標

の

）② 千円/ 0 0 0 0 0

位

0 0

1

置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

変化 □ ある
に伴い、目

業

的を見直す（目
その理

名

由
的の追加・拡充又は

N

絞込）

必要はありませ

o

んか？ ■ ない

有
効
性

工

.

事箇所数を増やせばい

6

いということではない

8

。地元と連携のうえ、

交

安全対策
今以上に事業

通

の成果を向上
を講じる

安

。
させる方法を記入し

全

て下さ

い。 内　容
※(

対

3)の成果指標を向上

策

させる

　ことはできま

事

すか？

概ね達成してい

業

る。
目的達成状況 内　

２

容

□民間への一部委託

評

□民間への全部委託
市

価

関与の必要性 □指定管

　

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｈ

（実施手法） 市が交通

Ｅ

安全対策として工事を

Ｃ

行う。

効
率
性

工事した

Ｋ

箇所の見えるかを図る

目

意味でも統廃合の必要

的

はない。
事務事業の統

妥

廃合により、

事業の効

当

率化を図り、成果
内　

性

容
を向上させる方法を

こ

記入し

て下さい。

工事

の

費しかないため、事業

事

費の削減は困難である

業

。
現状より事業費・人

の

件費を

削減する方法を

必

記入して下

さい。（仕

要

様の変更、外部 内　容

性

委託、従事時間の削減

は

等は

できないか？)

公

薄

平
性

全ての市民が受益

れ

者になり得るため、直

て

接的な受
□ ある □ 現状

得

で適正
受益者負担はあ

ら

りますか？ 益者はなし

れ

。
また、受益者負担割

て

合は適 □ ない □ 検討が

い

必要 内　容
正ですか？

る

■ 受益者がいない

３
改

い

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

ま

Ｎ

規制に対する要望に

せ

ついて、応える 道路管

ん

理者、警察との協議の

か

中で、
事業実施上の課

。

題、住 ことができてい

十

ない。 市で対応できる

分

交通安全対策は、行
民

な

・議会等からの意見 意

成

　見 対応策 っていく。

果

と対応策

緊急的な交通

が

安全対策工事を実施し

理

継続して実施するため

　

、前年度と同
R3年度

由

の事業計画は前 変　更

得

た。 様・同規模で実施

ら

。
年度から変更・追加

れ

は 前年度 ・
あるか 追　

て

加

今後の事業・コスト

い

・成果の方向性 今後の

ま

事業の方向性、改革・

す

改善案
※今年度からの

か

具体的な事業の進め方

？

、手段の見直し等、各

得

方向性の内容

　　　　

ら

　　　　　□　拡大 公

れ

共施設の管理者によっ

て

て、施設の老朽化に伴

い

う事前
　　　　　　　

な

　　□　改善 の安全対

い

策を図ることや道路新

事

設、道路改良工事を行

業

　　　　　　　　　■

進

　現状維持 う際には予

展

め、信号機設置等の安

等

全対策について、公
　

に

　　　　　　　　□　

よ

縮小 安協議のなかで一

る

括して施工しておくな

環

どの対策が必
　　　　

境

　　　　　□　統合 要

変

。
　　　　　　　　　

化

□　完了
　　　　　　

あ

　　　□　廃止・休止

る

コストの方向性
　　　

に

　　　　　　↑　増加

伴

成果の方向性
　　　　

い

　　　　　→　維持

2

、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 68 交通安全対策事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

道路規制だけでなく、市物理的に交通安全対策をすることは
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

有益あるため、事故の減少に繋がる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化に伴った見直しは必要ない。
事業進展等によ

様

る環境変化
□ ある

に伴

式

い、対象を見直す（拡

1

その理由
大・縮小）必

-

要はありませ
■ ない

ん

2

か？

環境の変化に伴っ

事

た見直しは必要ない。

務

事業進展等による環境


